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２．利用者支援事業の量的拡充及び質の向上、子育て世代包括支援センターと

の連携・協働 
 利用者支援事業の取り組みは、平成 29 年度実績で、基本型 661 か所、特定型 371 か

所、合計 982 か所となっており、目標である 1,800 か所の設置(基本型+特定型)に対して

54.5％の実施率です。また、地域に出向いての地域支援を行うにあたり、利用者支援専門員

の複数配置が求められるとともに、ケース数が増えることで記録の作成や関係機関との連

絡調整に時間がかかっており、取り組み状況（ケース数等）に応じた複数配置が必要です。 

さらに、妊娠期から子育て期にわたり、地域の関係機関が連携して切れ目ない支援を実施

する「子育て世代包括支援センター」は、利用者支援事業（母子保健型）のみならず、利用

者支援事業基本型の実施機関と共に、市区町村保健センター等も活用して実施することと

されており、連携・協働推進のためのインセンティブが必要です。 

 ・利用者支援専門員の拡充 

地域支援のための専門員の拡充や取り組み状況（ケース数等）に応じた複数配置 

 ・利用者支援機関同士の連携・協働の推進 

  母子保健型と基本型の連携可算 

 

３．地域子ども・子育て支援事業の目標値の見直し 
（１）一時預かり事業の利用保障 
 主として保育所、幼稚園、認定こども園等に通っていない、又は在籍していない乳幼児

に関しては、特に子ども同士の育ちあい、保護者の育児ストレス解消、レスパイトの必要

性から、子ども一人につき年間利用日数を定め、無償化することを提案します。保育の必

要性の認定のない子育て家庭への支援が、3 歳以上児の無償化を背景に不公平感を払拭す

ると考えます。（例）年間 10 日、94 万人×3 学年（0,1,2 歳児） 28,200,000 人日。 

 

（２）子育て援助活動支援事業

（ファミリー･サポート･センター

事業） 
 実施している自治体の数を目標値と

するのは、あまり意味がありません。

保護者のニーズ量をもとに算定する、

または提供会員と利用会員による、預

かりの実数を目標値として定めるな

ど、実態にあわせた目標値の設定が必

要です。 
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【居宅訪問型保育における不当な「日割り」規定を撤廃してください】 

 地域型保育の中に居宅訪問型保育という、医療的ケア児など、集団保育を受け

らない子ども達をマンツーマンで保育する制度があります

 その居宅訪問型保育について、内閣府が発出した Q&A が「保育を提供してい

ない日は日割りとする」という記載があり、これが非常に大きな問題を抱えて

います

 問題１：なぜ健常児の保育園では「日割り」という概念がないのに、障害児だ

け差別されるのか）

o 子ども子育て新制度における認可保育所や小規模認可保育所、家庭的保

育など、居宅訪問型以外の全ての類型には「日割り」という概念があり

ません

o なぜ、主に障害児を預かる居宅訪問型保育だけが、日割りされないとい

けないのでしょうか？

o これは、平成２５年に制定された、障害者差別解消法に抵触する可能性

があります
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